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１．人文学・社会科学分野における
研究本務者数
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人文学・社会科学分野における研究本務者数

注）１．平成22年3月31日現在の値である。
２．「保健」は，医学・歯学等であり，「その他」は家政，教育，芸術等

である。

○ 人文・社会科学分野の研究本務者は私立大学に多い。また、人文・社会科学分野の研究本務者数は、増加傾向にある。
○ 企業における研究本務者数のうち、人文・社会科学の研究者が占める割合は小さい。

＜大学等における組織・学問別研究本務者数（平成22年）＞ ＜企業における研究本務者数（平成22年）＞
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※ 本ページにおける研究本務者には、教員、大学院博士課程の在籍者、医局員等を含む。

人文・社会科学 理学 工学 農学 保健 その他 計
国立 （人） 20,121 18,164 32,234 8,432 44,195 8,146 131,292

（％） 15.3% 13.8% 24.6% 6.4% 33.7% 6.2% 100.0%
公立 （人） 3,829 1,516 2,431 812 8,902 1,353 18,843

（％） 20.3% 8.0% 12.9% 4.3% 47.2% 7.2% 100.0%
私立 （人） 44,595 6,516 13,937 2,606 48,364 15,587 131,605

（％） 33.9% 5.0% 10.6% 2.0% 36.7% 11.8% 100.0%
小計 （人） 68,545 26,196 48,602 11,850 101,461 25,086 281,740

（％） 24.3% 9.3% 17.3% 4.2% 36.0% 8.9% 100.0%

出典：総務省統計局「平成２２年科学技術研究調査」
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注） 企業等全体の研究者の人数（実数）に占める割合である。

資料：総務省統計局「科学技術研究調査報告」
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２．科研費における状況
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人文・社会科学分野への競争的資金の配分状況（採択件数、配分額）

○ 科学研究費補助金の配分状況を、１８年度と２３年度で比較すると、人文科学系では採択数は４６．０％増加し、配分額は１１．
９％増加している。社会科学系では、採択数は５６．３％増加し、配分額は２１．９％増加している。

（採択件数総数は５２．１％増、予算総額は１７．８％増）
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人文・社会科学関係 採択件数の推移
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科研費の応募状況

○ 人文学・社会科学は自然科学と比較して科研費への新規応募数が少なく、大学教員数に対する新規応募数の割合も低い。

出典：学校教員統計調査等により文部科学省にて作成

・人文学・社会科学の応募数：科研費のうち人文社会系並びに総合・新
領域系のうち科学教育・教育工学、科学社会学・科学技術史、文化
財科学及びジェンダーの応募数の合計。

・自然科学・その他の応募数：科研費のうち理工系、生物系及び総合・
新領域系（上記の分科を除く）の応募数の合計。
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＜科学研究費補助金 応募数の推移（新規採択分）＞ ＜大学教員数に対する新規応募数の割合（平成22年度）＞

・人文学・社会科学の大学教員数：大学の本務教員のうち、学校教
員統計調査において人文科学、社会科学、教育及び芸術に属す
るとされている者の合計

・自然科学・その他の大学教員数：学校教員統計調査において、上
記の分野以外に属するとされている大学の本務教員の合計

＜「新学術領域研究（研究領域提案型）」 －新規領域応募数－＞
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○目的・性格

研究成果の公開発表、重要な学術研究の成果の刊行及びデータベースの作成について助成することによって、我が国
の学術の振興と普及に資するとともに、学術の国際交流に寄与することを目的とするものであり、優れた研究成果の
公的流通の促進を図るもの。

○対象

個人又は研究者グループ等が、学術研究の成果を公開するために刊行しようとする学術図書又は我が国の優れた学術
研究の成果を広く海外に提供するため、日本語で書かれた図書・論文を外国語に翻訳・校閲の上刊行するもの。

科研費（研究成果公開促進費）による学術図書への助成
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＜採択件数・配分額）＞

出典：ぎょうせい編「文部科学省科学研究費助成事業採択課題・公募審査要覧」より文部科学省で作成



３．人文学・社会科学に係る
研究推進事業
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15年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

１－（１）人文・社会科学振興プロジェクト研究事業（１５～２０）

（※） 日本学術振興会にて実施した評価の結果を踏まえ、一部課題を24年度以降も継続延長する。文部科学省の委託事業 日本学術振興会事業

１－（２）異分野融合による方法的革新を目指した
人文・社会科学研究推進事業（２１～２３）

２－（１）世界を対象としたニーズ対応型地域研究推進事業（１８～２２）

２－（２）近未来の課題解決を目指した実証的社会科学研究推進事業 （２０～２４）

２－（３）国際共同に基づく日本研究推進事業 （２２～２４）

統統

合合

課
題
設
定
に
よ
る
先
導
的
人
文
・
社
会
科
学
研
究
推
進
事
業

政策や社会の要請に
対応した人文・社会
科学研究推進事業

（※）

人文学・社会科学における課題設定型研究推進事業

出典：文部科学省にて作成 9



事
業
概
要

１－（１） １－（２） ２－（１） ２－（２） ２－（３）

人文・社会科学振興プロ
ジェクト研究事業（平成15
～20年度）

異分野融合による方法的
革新を目指した人文・社会
科学研究推進事業（平成
21年度～）

世界を対象としたニーズ
対応型地域研究推進事業
（平成18～22年度）

近未来の課題解決を目指
した実証的社会科学研究
推進事業（平成20年度

～）
●競争的資金

国際共同に基づく日本研究
推進事業
（平成22年度～）
●23年度より競争的資金

諸外国における日本理解の
基盤である「日本研究」の機
会を確保する観点から、海
外に存在する「日本」に関係
する様々な資源を活用した
「日本研究」の国際共同研
究を推進している。

グローバル化、情報化が進
む中、特に民族、宗教、精
神生活、社会規範や制度を
めぐる問題など、現代社会
において人類が直面してい
る問題の解明と対処のため、
人文・社会科学の各分野の
研究者が協働して学際的・
学融合的に取り組む課題
設定型のプロジェクト研究
事業（１７プロジェクト）が実
施された。

有識者の意見に基づき推進
すべき領域を決定する課題
設定型と応募研究者の発意
に基づき推進すべき領域を
決定する公募型の2通りに

より、異分野融合に特化し
た人文・社会科学のプロ
ジェクト研究を効果的に推
進している。

新規公募にあたり想定する
研究領域として、

・研究対象に関して、多分
野が連携して課題の設定や
方法論に継続的に改良を加
えることが、予想外の飛躍
をもたらす研究領域

・対象の研究分野に関して、
通常は近いと考えられてい
ない領域との連携によって、
ブレイクスルーを可能にす
る研究領域

が示されている。

日本との関係で重要な地
域において、人的交流や国
際貢献を進め、研究対象地
域との「共生」や人文・社会
科学研究の新たな展開と
発展に資する観点から実
施された。

中東、東南アジア、中央ア
ジア及び南アジア地域を対
象としてテーマを示した上
で公募し、１０課題の研究
課題が実施された。

近未来において我が国が
直面する経済的、社会的な
諸課題の解決に資するとい
う観点から実施されている。

様々な機関等により集積さ
れたデータを活用した経
済・社会の分析など、実証
的な研究方法に基づくとと
もに、その研究成果を課題
解決のための選択肢として
社会へ発信することを目指
している。

新規公募にあたっては、公
募対象となる研究領域とし
て、

・豊かな経済活力を生む
社会経済制度の設計

・生活の豊かさを生む新し
い雇用システムの設計

が示されている。

人文学・社会科学における課題設定型研究推進事業の仕組み①／事業の概要

出典：文部科学省にて作成 10



制
度
の
特
徴

１－（１） １－（２） ２－（１） ２－（２） ２－（３）

人文・社会科学振興プロ
ジェクト研究事業（平成15
～20年度）

異分野融合による方法的
革新を目指した人文・社会
科学研究推進事業（平成
21年度～）

世界を対象としたニーズ
対応型地域研究推進事業
（平成18～22年度）

近未来の課題解決を目指
した実証的社会科学研究
推進事業（平成20年度

～）
●競争的資金

国際共同に基づく日本研究
推進事業
（平成22年度～）
●23年度より競争的資金

新たな知見の発掘による
日本研究の進展、国際ネッ
トワークの構築等による日
本研究の活性化国際ネット
ワークの活用による日本研
究の持続的発展とともに、
我が国の人文・社会科学
研究の国際化の促進に資
することを目指す。

新規公募にあたって国際
共同研究者の参画を求める
とともに、日本への関心を
喚起するよう、海外での研
究発表等により積極的に研
究成果を公表するよう求め、
研究実施体制や成果発信
において一定の要件を設け
ている。

各プロジェクトの発足にあ
たっては、企画サイドによる
プロジェクト例の提示、企画
案の応募、応募者に対する
ワークショップへの参加要請
など、企画サイドと研究者サ
イドがキャッチボールを繰り
返し、約半年かけてプロジェ
クト形成を行った。

プロジェクトの運営面では、
意識的に分野横断的なコ
ミュニケーションの場を設定
し、プロジェクトリーダー、グ
ループリーダーが集まり、研
究進捗状況を相互に把握。

また、現代的諸問題の解
決に貢献するため、各プロ
ジェクトの研究成果について
は社会提言としてまとめられ、
テーマ毎に著書が刊行され
ている。本事業終了後、一
部のプロジェクトの研究者間
では分野横断的なネットワー
クは持続されている。

既存の学問・研究分野に
とらわれずに、異なる分野
の知見や方法論を取り入れ
た人文・社会科学における
「異分野融合型共同研究」
を推進

研究プロジェクトチームは、
融合を図る異なる分野の研
究者で構成することを要件
としている。また、研究期間
（３年間）の最終年度に研究
評価を実施し、２年間程度
の期間延長を認める仕組み
を取り入れている。さらに、
複数年にわたる委託契約に
より研究費の年度間繰越を
認め、弾力的な経費執行を
可能とした。

今後我が国が人的交流
や 国際貢献を進めるため
に必要な政策的・社会的
ニーズに基づくプロジェクト
研究を実施

国際的な人的交流等の
観点からは、研究対象地域
の国の社会の仕組みや
人々の考え方・心情をも十
分に理解した上で行動する
ことが求められることから、
当該地域における情勢の
分析や社会の内部にまで
入った調査が必要となるた
め、研究組織、審査・評価
組織には、研究者のみなら
ず地域に関わりのある実務
者等が参画した。また、事
業終了後には、学界のみで
なく、民間企業、ＮＧＯ・ＮＰ
Ｏ等の参加者を対象とした
事業報告会を開催するなど、
積極的な成果発信に努め
た。

学術的な水準の高さに加
え、近未来において我が国
が直面する具体的な課題
の解決を志向するとともに、
思弁的ではなく、実証的な
研究方法を使用

研究方法の実証性の担
保、研究プロジェクトチーム
における実務専門家との連
携の確保等に留意するよう
求めている。

人文学・社会科学における課題設定型研究推進事業の仕組み②／制度の特徴

出典：文部科学省にて作成 11



設
定
し
た
研
究
領
域
等

１－（１） １－（２） ２－（１） ２－（２） ２－（３）

人文・社会科学振興プロ
ジェクト研究事業（平成15
～20年度）

異分野融合による方法的
革新を目指した人文・社会
科学研究推進事業（平成
21年度～）

世界を対象としたニーズ
対応型地域研究推進事業
（平成18～22年度）

近未来の課題解決を目指
した実証的社会科学研究
推進事業（平成20年度

～）
●競争的資金

国際共同に基づく日本研究
推進事業
（平成22年度～）
●23年度より競争的資金

○海外に存在する日本に関する

文化資源（美術品、文献、芸能

など）を対象とする国際共同研

究

○「日本」を対象として行う海外の

研究者との共同研究

○知の遺産を始めとする日本の

在り方と今後の変容について

研究する領域

○グローバル化時代における多

様な価値観を持つ社会の共生

を図るシステムについて研究す

る領域

○科学技術や市場経済等の急

速な発展や変化に対応した社

会倫理システムの在り方につ

いて研究する領域

○過去から現在にわたる社会シ

ステムに学び、将来に向けた社

会の持続的発展の確保につい

て研究する領域

○現代社会における言語・芸術・

芸能表現の意義と可能性につ

いて研究する領域

○研究対象に関して、多分野が

連携して課題の設定や方法論

に継続的に改良を加えることが、

予想外の飛躍をもたらす研究領

域

○対象の研究分野に関して、通

常は近いと考えられていない領

域との連携によって、ブレイクス

ルーを可能にする研究領域

○中東、東南アジア

・日本と諸地域との関係性の

解明－協働に向けて－

・地域のアイデンティティの解明

－相互理解を深めるために－

○中央アジア、南アジア

・グローバルイシューに対応した

新たな地域研究の可能性の探索

○豊かな経済活力を生む社会経

済制度の設計

○生活の豊かさを生む新しい雇

用システムの設計

公募なし

各領域に３～４プロジェクト設定
し、各プロジェクトに、２～３件の
研究グループを設定 （全１７プ
ロジェクト、４０課題）

研究期間：５年間

研
究
期
間
等

新規公募１回（21年度）

要件を満たす課題を公募し１３課
題を選定（うち２課題は課題設定
型）

研究期間：原則として３年間。評
価により２年程度の延長を予定。

新規公募２回（18、19年度）

各地域×領域ごとに公募し、各１
～２課題を選定（全１０課題）

研究期間：５年間

新規公募１回（20年度）

領域ごとに公募し、各２課題を選
定（全４課題）

研究期間：５年間

新規公募１回（20年度）

領域ごとに公募し、各２課題を選
定（全４課題）

研究期間：５年間

24年度予算額 ６０百万円 24年度予算額 １３８百万円

人文学・社会科学における課題設定型研究推進事業の仕組み③／設定した研究領域等

出典：文部科学省にて作成 12



４．機関リポジトリの構築状況
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紀要論文

491,247件
50.5%

学術雑誌論文

157,705件
16.2%

学位論文

38,017件
3.9%

研究報告書

20,864件
2.1%

会議発表論文

14,524件
1.5%

教材

2,915件
0.3%

その他,
247,198件
25.4%

機関リポジトリの構築状況

○ 構築（公開）機関数

・機関リポジトリの構築（公開）機関数（各年度末日現在） （棒グラフ）

○ 機関リポジトリのコンテンツ数と利用状況

・利用状況（平成２１年度実績）

＜総数＞

＜一大学あたり平均数＞

※その他には、一般雑誌記事、テクニカルレポート、データベースなどが含まれている。

・コンテンツ数（平成２３年度末日現在）＜一次情報：計972,470件＞

○ 機関リポジトリの構築（公開）大学数は着実に増加している。
それに伴い、コンテンツ数及び利用状況（アクセス数、ダウンロード数）も大幅に増加している。

6,162

4,557

3,250

1,906

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

平成21年度

平成20年度
ダウンロード数

アクセス数

43

40

23

17

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

平成21年度

平成20年度
ダウンロード数

アクセス数

単位：大学

年度 16以前 17 18 19 20 21 22 23

国立大学 1 6 38 62 72 74 79 80

公立大学 0 0 1 4 12 15 21 24

私立大学 1 3 11 27 38 58 75 87

その他 0 1 7 9 22 30 36 41

計 2 10 57 102 144 177 211 232

0

50

100

150

200

250

16以前 17 18 19 20 21 22 23

国立大学 公立大学 私立大学 その他

出典：国立情報学研究所 学術機関リポジトリ構築連携支援事業
「機関リポジトリ統計」、「ＩＲＤＢコンテンツ分析システム」

文部科学省 「学術情報基盤実態調査」
14



共用リポジトリ事業（国立情報学研究所）

○ 機関リポジトリの自力構築が困難な機関向けに、国立情報学研究所（NII）がリポジトリ

のシステム環境を提供し、運用を支援する。

B共同利用機
関

A大学

C大学

運用機関
（ＮＩＩ）

ハードとソフトは
NIIが構築・運用

◆ サービス対象
日本国内の大学、短期大学、高等専門学校、大学共同利用機関。

※ 当面は次の機関を対象とする。
１） 新たに機関リポジトリを構築する機関
２） 地域共同リポジトリを構築する機関

◆ 目標
平成27年度までに200機関の新規構築を目標とする。

※ 既構築機関（約200機関）と併せて合計約400機関となり、

博士後期課程を持つ大学はほぼカバー。

申請数
内訳

私立 公立 短期 その他

67 53 5 5 4

◆ 申請機関数（平成24年3月末現在）

出典：国立情報学研究所の資料により文部科学省にて作成 15



大学共同利用機関法人　人間文化研究機構 機関一覧

所在地

千葉県

東京都

東京都

京都府

京都府

大阪府

東京都：２　京都府：２　大阪府：１　千葉県：１

共同利用・共同研究拠点　一覧（人文・社会科学 研究分野別） 平成22年7月1日現在

所在地 大学名
認定期間
（年度）

京都府 京都大学 ２２～２７

東京都 早稲田大学 ２１～２５

東京都 東京大学 ２２～２７

神奈川県 神奈川大学 ２１～２５

東京都 東京外国語大学 ２２～２７

東京都 東京大学 ２２～２７

北海道 北海道大学 ２２～２７

京都府 京都大学 ２２～２７

京都府 京都大学 ２２～２７

東京都 早稲田大学 ２０～２４

京都府 京都大学 ２２～２７

東京都 慶應義塾大学 ２０～２４

大阪府 大阪大学 ２２～２７

東京都 一橋大学 ２２～２７

大阪府 関西大学 ２０～２４

東京都 東京大学 ２２～２７

大阪府 大阪商業大学 ２０～２４

東京都 文化女子大学 ２０～２４

東京都：９　大阪府：３　京都府：４　神奈川県：１　北海道：１

経済統計学、応用経済学

行動経済学

文化ファッション研究機構

経済統計学、経済政策

経済政策

社会学、経済学

社会学

生活科学（服飾文化）　等

ソシオネットワーク戦略研究機構

社会科学研究所
附属社会調査・データアーカイブ研究センター

JGSS研究センター

東南アジア研究所

地域研究統合情報センター

イスラーム地域研究機構

経済研究所

パネルデータ設計・解析センター

社会経済研究所

人文科学研究所

坪内博士記念演劇博物館

日本史

経済研究所

文化人類学、民俗学

言語学、文化人類学、地域研究分野

地域研究

アジア研究

理論経済学

地域研究

日本文化に関する国際的及び学際的な総合研究並びに世界の日本研究者に対する研究協力

地球環境学に関する総合研究

世界の諸民族に関する資料の収集、保管及び公衆への供覧並びに民族学に関する調査研究

研究所名 拠点名

機関の目的

我が国の歴史資料、考古資料及び民俗資料の収集、保管及び公衆への供覧並びに歴史学、考古学及び民俗学に関する調査研究

国文学に関する文献その他の資料の調査研究、収集、整理及び保存

国語及び国民の言語生活並びに外国人に対する日本語教育に関する科学的な調査研究並びにこれに基づく資料の作成及びその公表3

4

人文学

芸術学、芸術史、芸術一般

国立国語研究所

国際日本文化研究センター

総合地球環境学研究所

国立民族学博物館

5

6

機関名

1

2

国立歴史民俗博物館

国文学研究資料館

15

16

17

18

11

12

13

14

8

9

10

地域研究

地域研究

研究分野

1

2

3

4

5

7

6

史料編纂所

国際常民文化研究拠点

アジア・アフリカの言語文化に関する国際的研究拠点

スラブ・ユーラシア地域研究にかかわる拠点

東洋文化研究所
附属東洋学研究情報センター

アジア研究・情報開発拠点

日本常民文化研究所

アジア・アフリカ言語文化研究所

スラブ研究センター

人文学諸領域の複合的共同研究国際拠点

演劇映像学連携研究拠点

日本史史料の研究資源化に関する研究拠点

先端経済理論の国際的共同研究拠点

地域情報資源の共有化と相関型地域研究の推進拠点

イスラーム地域研究拠点

東南アジア研究の国際共同研究拠点

社会調査・データアーカイブ共同利用・共同研究拠点

日本版総合的社会調査共同研究拠点

服飾文化共同研究拠点

パネル調査共同研究拠点

行動経済学研究拠点

「日本および世界経済の高度実証分析」拠点

ソシオネットワーク戦略研究拠点


	目次
	1.人文学・社会科学分野における研究本務者数
	2.科研費における状況
	3.人文学・社会科学に係る研究推進事業
	4.機関リポジトリの構築状況
	人間文化研究機構機関一覧　共同利用・共同研究拠点一覧（人文・社会科学）



